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Ⅰ 理論・一般
０．総　記
「少子化」の謎を解く（１） 田原咲世 金融労働調査時報 657 05.７

日本における少子化の趨勢・原因・対策 中西泰之 福井県立大学論集 26 05.７

＊ある鉄道事故の構図 坂上茂樹，原田鋼 日本経済評論社 A5.180 05.10

＊イギリス労働者の貧困と救済　安保則夫著 井野瀬久美恵，高田実編 明石書店 B6.452 05.10

＊グローバリゼーションと企業の社会的責任 労働政策研究・研修機構　A4.187 05.10

＊少子高齢化の死角 高橋伸彰 ミネルヴァ書房 B6.200 05.10

＊デンマークの高齢者福祉と地域居住 松岡洋子 新評論 B6.366 05.10

＊デンマークの子育て・人育ち 澤渡夏代ブラント 大月書店 B6.237 05.11

＊ネットワーク社会の情報倫理 山住富也，湯浅聖記 近代科学社 A5.168 05.10

＊ポスト福祉国家とソーシャル・ガヴァナンス　山口二郎，宮本太郎，坪郷實編著

ミネルヴァ書房 A5.356 05.10

＊マルクス経済学の現代的課題　第１集第６巻　

ＳＧＣＩＭＥ（「マルクス経済学の現代的課題」研究会）編 御茶の水書房 A5.332 05.11

＊活憲 五十嵐仁　山吹書店（販売：績文堂出版） B6.231 05.12

＊未熟者の天下 野村一夫 青春出版社 B40.186 05.12

＊コーポレート・ガバナンスと人的資本 小佐野広 日本経済新聞社 B6.221 05.９

＊「資本」論 稲葉振一郎 筑摩書房 B40.297 05.９

＊人権の視点で憲法を問う 新潟ウィメンズ企画 A4.43 05.９

＊ヨーロッパのＣＳＲと日本のＣＳＲ 藤井敏彦 日科技連出版社 A5.221 05.９

＊シンクタンク年報　2006 総合研究開発機構 B5.693 05.12

＊ロバート・オウエン協会年報　29 ロバート・オウエン協会　A5.136 05.３

＊労働科学研究所年報　平成17年版 労働科学研究所 B5.75 05.８

１．ジェンダー・フェミニズム・女性論
特集　現代の思潮 社会主義 516 05.９

家庭教育政策における国家の関与を見る（平川景子）戦争責任の自覚と「つくる会」教科書（重藤　都）

憲法改正論議 と男女平等の危機（関　優美）「ジェンダーフリー」は，なぜ叩かれるのか？（井上輝子）

法はジェンダーをどうしたらよいのか 神長百合子 法律時報 77-10 05.９

駆り立てられる女性たち（１） 清水直子 労働法律旬報 1605 05.8.上旬

＊国際関係論とジェンダー　Ｊ.アン・ティックナー著 進藤栄一，進藤久美子訳 岩波書店 B6.236 05.11

＊ジェンダーと法 辻村みよ子　不麿書房（発売：信山社） A5.332 05.３

＊男女共同参画社会づくりについての意識と実態に関する調査研究報告書　
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兵庫県21世紀ヒューマンケア研究機構家庭問題研究所［編］ 兵庫県 A4.142 05.３

＊教育・戦争・女性 宇野勝子 ドメス出版 B6.278 05.９

＊自治体と男女共同参画 辻村みよ子 イマジン出版 A5.121 05.９

＊仙台市男女共同参画推進重点事業北欧視察調査報告書　平成16年 せんだい男女共同参画財団　A4.85 05.３

３．労使（資）関係論
フランスの経営者団体と労働組合 福間憲三 経済 121 05.10

変革の時代の中で，これまで培った日本の労使関係の長所を活かそう（講苑）是松恭治

中央労働時報 1047 05.９

＊労働時間をめぐる歴史と現在 面地　豊 千倉書房 A5.154 05.４

＊韓国進出日本企業の労使関係について 韓国労働研究院，労働政策研究・研修機構　A4.230 05.６

４．労働経済論（含 賃金論）
＊日本における最低賃金の経済分析 労働政策研究・研修機構　A4.279 05.10

５．経営労務論
統合的企業管理論における企業文化 山懸正幸 奈良産業大学産業と経済 20-2 05.６

７．社会保障論
国民負担率に関する一考察 佐藤康仁 東北学院大学経済学論集　159 05.９

The need for pension reform in Japan Akira Miichi/Colin Dale 追手門経営論集 11-1 05.６

社会的連帯の揺らぎと年金 清水英彦 週刊社会保障 2347 05.9.5

フランスにおける社会保障給付と内外人平等原則（２・完） 清水泰幸

東京都立大学法学会雑誌　45-2 05.１

＊社会保障と日本の前途 庭田範秋 有斐閣 A5.300 05.11

＊社会保障の動学分析 前田純一　広島修道大学総合研究所　A5.96 05.８

＊労働者にとって社会保障とはなにか 山部明子 労働者学習センター A5.44 05.８

８．社会福祉論
目指すべき福利厚生改革の視点（１）（２） 岡田義晴 旬刊福利厚生 1879,1882 05.8.8,9.8

司法福祉援助技術としての人を癒す社会・文化環境の処方　巻口勇一郎　立命館産業社会論集 41-1 05.６

＊平等主義が福祉をすくう　竹内章郎，中西新太郎，後藤道夫，小池直人，吉崎祥司

青木書店 A5.251 05.10

＊社会福祉と人権問題 松本峰雄 明石書店 A5.224 05.９

＊地域福祉分析論 井村圭壮，谷川和昭編著 学文社 A5.181 05.９

11．職業教育・訓練論
＊求職活動支援としての職業訓練 労働政策研究・研修機構　A4.94 05.10

＊公共職業訓練のプロセス管理に関する調査研究

職業能力開発総合大学校能力開発研究センター　A4.180 05.３

＊産学連携による大学・大学院等における社会人向け訓練コース設定の推進

職業能力開発総合大学校能力開発研究センター　A4.155 05.３

＊受講者の能力と個々の訓練ニーズ等に適合することを容易にする訓練システムの研究

職業能力開発総合大学校能力開発研究センター　A4.110 05.３

＊生涯職業能力開発体系を活用したＯＪＴのプロセス管理手法

職業能力開発総合大学校能力開発研究センター　A4.100 05.３

Ⅱ 労働問題
20．総　記
＊国際比較からみた日本の職場と労働生活　石川晃弘，白石利政編著 学文社 A5.194 05.10

＊傭車運転手に関する実態調査 日本労務研究会 A4.170 05.２

＊雇用者の副業に関する調査研究 労働政策研究・研修機構　A4.209 05.８

21．雇用・労働市場
労働市場の二重構造 菊本義治，山口雅生　商大論集（兵庫県立大） 56-3 05.１

大量失業に直面した，われわれの課題 都留民子 いのちとくらし研究所報 12 05.８
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雇用の流動化と「テンポラリー労働者一括保護法」 小林良暢 生活経済政策 521 05.10

＊企業が求める人材の能力等に関する調査報告書 日本統計センター A4.476 05.３

＊情報サービス業における国際分業と労働力需給に関する調査研究

雇用・能力開発機構／アジア人口・開発協会　A4.146 05.３

＊労働力需給の推計 労働政策研究・研修機構　A4.210 05.８

＊日本経済の環境変化と労働市場 阿部正浩 東洋経済新報社 A5.280 05.９

22．労働条件
看護師の賃金と労働条件 大津廣子　オイコノミカ（名古屋市立大） 42-1 05.９

23．賃金問題
海外出張旅費の支給水準 政経研究所 旬刊人事と厚生 1728 05.9.7

05春闘総括，業績回復下，労働分配率は急低下 居樹伸雄 労働法学研究会報 2363 05.8.15

＊賃金実態調査報告書　1・2 2005年６月度 UIゼンセン同盟・繊維関連部会労働政策委員会　A4.2冊　05

＊賞与・一時金調査結果　2003年夏季・冬季 日本経営者団体連合会／東京経営者協会　A4.70 04.５

＊賞与・一時金調査結果　2004年夏季・冬季 日本経営者団体連合会／東京経営者協会　A4.72 05.５

＊新賃金傾向値表　2006年版 厚生労働省大臣官房統計情報部編 労務行政 19×B5.262 05.11

＊モデル賃金・年収と昇給・賞与　2006年版 労務行政研究所 B5.282 05.11

＊電機連合賃金実態調査報告　2005年度版　第１～３集 電機連合 A4.3冊　05.12

24．労働時間
本誌調査2005年度 交替制勤務・時差勤務に関する調査　労務事情編集部　労務事情 1082 05.9.1

25．ホワイトカラー労働
＊ホワイトカラー高資格スタッフの働き方　２ 中部産業・労働政策研究会　B5.169 05.10

＊諸外国のホワイトカラー労働者に係る労働時間法制に関する調査研究

労働政策研究・研修機構　A4.179 05.６

26．パート・派遣労働
ビジネススクールへの従業員派遣の可能性と課題　本田由紀，香川めい，小山治

情報学研究学環（東京大） 68 05.１

＊パートタイム労働のポイント 東京都産業労働局雇用就業部労働環境課　A4.29 05.10

＊雇用破壊非正社員という生き方 鹿嶋　敬 岩波書店 B6.205 05.11

＊だれにでも起きる！？ニート・ひきこもりへの対応 牟田武生 教育出版 B6.174 05.８

＊フリーターっていいの？悪いの？ 藤井哲也

ジャパンインターナショナル総合研究所（発売：星雲社） B6.302 05.８

27．在宅・家内労働
＊在宅勤務に関する実態調査 日本テレワーク協会 A4.153 05.２

＊アルツハイマー在宅介護最前線 野田明宏 ミネルヴァ書房 B6.222 05.８

28．女性労働
男女雇用機会均等法の成立経過と改正のポイント 坂本福子 月刊全労連 105 05.10

特集　世界と日本 女性の働き方を考える 婦人通信 568 05.10

働くスウェーデン女性（吉野ＰＯＰＥ美和子）実効ある「男女雇用平等法」へ（柴田真佐子）

＊働く女性の24時間 野村浩子 日本経済新聞社 A6.261 05.10

＊働く女性と労働法　2005年版 東京都産業労働局労働部労働環境課　A5.202 05.６

＊キャリアを拓く 柏木恵子他編 ドメス出版 B6.150 05.８

＊仕事と子育て　Job & baby 三好博子編著 径書房 B6.114 05.９

30．若年労働
「フリーター」論の現状と課題 横井修一，長谷晃憲　アルテス リベラレス（岩手大） 76 05.６

＊若者の未来をひらく うつみ恵美子他 雇用開発推進機構・制作 なんよう文庫 B6.179 05.１

＊働く過剰 玄田有史 ＮＴＴ出版 B6.288 05.10

＊夢の行方 片瀬一男 東北大学出版会 A5.324 05.10

＊青少年の就労意識と家族に関する調査研究報告書

兵庫県21世紀ヒューマンケア研究機構家庭問題研究所［編］ 兵庫県 A4.109 05.３
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＊若年世代の現在と未来 家計経済研究所編 国立印刷局 A4.130 05.４

32．障害者労働
障害者の就労支援 森　悟子 関西経協 59-9 05.９

障害者雇用の促進を 松井千穂 労働調査 434 05.８

＊チャレンジする心 箕輪優子 家の光協会 B6.205 05.９

33．外国人労働
＊フィリピン女性エンターテイナーの夢と現実　DAWN編著 DAWN－Japan訳 明石書店 B6.211 05.６

＊チャイナ・シフトの人的資源管理 白木三秀編著 白桃書房 A5.229 05.８

35．労災，職業病，健康問題
労働と健康問題 永田耕司 生活経済政策 521 05.10

38．生活問題
＊勤労者の仕事と暮らしについてのアンケート調査報告書　第10回 連合総合生活開発研究所　A4.85 05.11

＊スウェーデンの家族生活　阿久根佐和子他 内閣府経済社会総合研究所／家計経済研究所　A4.132 05.４

＊勤労生活に関する調査　第４回（2004年） 労働政策研究・研修機構　A4.171 05.５

＊就業を通じた地域活性化の取り組み 労働政策研究・研修機構　A4.60 05.６

Ⅲ 労働運動
40．総　記
生産性運動の歴史と展望 北浦正行　ＵＩゼンセンコンパス　55-9/10 05.9/10

41．労働組合・運動論
明日の労働組合運動を考える（座談会）

（吉越亜紀　吉川沙織　小林左知子　元木万由弥　司会：吉村徳雄） ＪＰＵ時報 81 05.８

市場機構と民主制を補完する 猪木武徳　ＵＩゼンセンコンパス　55-9/10 05.9/10

労働運動思想の再構築 中村圭介　ＵＩゼンセンコンパス　55-9/10 05.9/10

特集　労働の昨日と今日 葦牙 31 05.７

三池闘争を考える（牧　梶郎）日本労働運動の《宝》を掘り返そう（樋口篤三）個人加盟労働組合運動の

光と影（尾張はじめ）ＪＲ西日本百七人の死亡事故と労働組合（神坂　昇）

企業合併と労働組合の統合 大前　弘 スタデイ 44-8 05.８

企業再編と労働組合 佐藤篤史 スタデイ 44-8 05.８

企業再編と労働組合の役割 飯田康夫 スタデイ 44-8 05.８

ワーキング・プアの増大と「新しい労働運動」の提起 木下武男 ポリティーク 10 05.９

＊社会運動ユニオニズム 国際労働研究センター編著 緑風出版 A5.379 05.11

44．単産，単組
今，日教組に求められるもの 野田幸一 進歩と改革 646 05.10

＊労働ハンドブック　2006年版 電機連合総合労働政策部門　A5.276 05.12

46．賃金闘争（含　生活改善闘争）
2005年春闘妥結内容 私鉄総連企画調査局 私鉄総連調査月報 301 05.９

＊春闘　2006 労働大学 A5.48 05.11

50．政策制度闘争
＊とりもどそうバスの道 日本都市交通労働組合 B5.59 88

51．教育文化宣伝活動
＊事例・日本型成果主義 社会経済生産性本部編 生産性出版 A5.323 05.８

54．労働者福祉・協同組合運動
社会協同組合の登場と現代社会 柏井宏之 進歩と改革 646 05.10

特集　組合員参加の新しい動き 生活協同組合研究 356 05.９

組合員活動と組合員組織改革の動向（二村睦子）組合員活動の変化と求められる「新たな支援」（岩木啓子）

特集　せまる減損会計！生協での対応と考え方 生協運営資料 225 05.９

減損会計の社会的影響と監査のポイント（古川研吾）固定資産の減損に係る会計基準（井上喜之）生協に

おける減損会計の意義と生協の事業価値（小方　泰）
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＊変革期におけるリーダーシップ　　　　　　　　　　　　　　　　［協同組合経営研究所］ B6.256 05.１

＊生協の経営統計　2004年度 日本生活協同組合連合会監修 コープ出版 A4.158 05.９

Ⅳ 経営労務
60．総　記
＊日本企業の雇用行動の変遷についての研究　石原真三子，原ひろみ，佐藤博樹

東京大学社会科学研究所人材ビジネス研究寄付研究部門　B5.332 05.７

61．人事・労務管理
裁量労働制の規制撤廃と使用者責任からの逃避 浜村　彰 生活経済政策 521 05.10

昇進・昇格と降格の最新調査 労務行政研究所編集部 労政時報 3662 05.9.23

＊ドイツ・デュアルシステムの新展開 佐々木英一 法律文化社 A5.206 05.10

＊まなざしに管理される職場 大野正和 青弓社 B6.187 05.10

＊日本型成果主義の人事戦略

岩崎秀一著 社会経済生産性本部生産性労働情報センター　A5.143 05.12

＊中小企業における雇用・賃金戦略に関する調査研究 中小企業総合研究機構 A4.133 05.３

＊人事考課の実際 金津健治 日本経済新聞社 B40.202 05.９

＊団塊世代のノウハウを会社に残す31ステップ 野間　彰 日刊工業新聞社 A5.197 05.９

62．賃金管理
成果主義賃金制度の実相（上） 鍋田周一 ひろばユニオン 524 05.10

＊勤労者生活の安定に資する賃金制度のあり方

これからの賃金制度のあり方に関する研究会［編］ 雇用情報センター A4.277 04.３

64．定年制，退職金，企業年金
最近の海外年金の動向について 鹿毛雄二 企業年金 313 05.９

永年勤続表彰制度と定年退職者に対する表彰 政経研究所編集部 旬刊労働実務 1470 05.9.11

67．リストラ・雇用
ＪＡにおける「継続雇用制度」対応の考え方 平嶋雅之 ＲＥＰＯＲＴ 43-6 05.９

68．安全衛生管理
医療サービスと予防行動の実証分析 澤野孝一朗　オイコノミカ（名古屋市立大） 42-1 05.９

特集　アスベスト問題が告発するもの 月刊労働組合 484 05.９

下請構造と業界の圧力で遅れた規制（宮本　一）集団訴訟で企業責任を追及（水口欣也）余りに軽い“い

のち”の扱い（高見　優）すべての職場で全面禁止へ（古谷杉郎）石綿対策，今何が必要か（名取雄司）

＊中小企業における安全衛生の進め方　中小企業安全衛生研究会編 労働調査会 B5.143 05.２

69．国際経営労務
＊海外派遣勤務者の職業と生活に関する調査結果　第６回 労働政策研究・研修機構　A4.285 05.９

Ⅴ 労働・社会政策
70．総　記
特集　ＪＡＬでいま，何が起きているのか 労働法律旬報 1604 05.7.下旬

勤務基準不利益変更裁判の終結と新たな改悪（濱田俊郎）運航乗務員の勤務基準と健康実態・航空安全

（山口宏弥）「保安任務」を阻害する競争政策と労務管理（飯田幸子・小栗純子）安全を脅かす整備におけ

る利益至上主義（松野淳一）日本航空への「事業改善命令」が意味するもの（山口宏弥）

＊戦後日本の公務員制度史 川手　摂 岩波書店 A5.235 05.11

＊業務統計を活用した新規指標 労働政策研究・研修機構　A4.174 05.５

71．雇用・労働市場政策
現代のワーキング・プア 後藤道夫 ポリティーク 10 05.９

雇用と働き方から見たワーキング・プア 伍賀一道 ポリティーク 10 05.９

ワーキング・プアと最低生活費（貧困）基準 布川日佐史 ポリティーク 10 05.９

＊東京都雇用・就業対策審議会「中間のまとめ」 東京都雇用・就業対策審議会　A4.38 05.８

＊戦略的都市雇用政策の課題に関する基礎的研究 労働政策研究・研修機構　A4.123 05.９
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76．社会保障政策
特集　まちがいだらけの「社会保障改革」 ジェンダー視点不在で進む貧困化　女たちの21世紀 43 05.夏

「男性稼ぎ主」型のネガティブスパイラル（大沢真理）社会保障抑制とバックラッシュの暗くて深い関係

（竹信三恵子）

スウェーデンでは，ケア付き高齢者集合住宅等における医行為を誰がどのように担っているか

高木和美 いのちとくらし研究所報 12 05.８

国民年金法による学生差別の違憲性 村田尚紀 関西大学法学論集 55-2 05.７

市町村合併が市町村の地域保健サービスに及ぼす影響と県の支援策に関する研究

安武繁，名越雅彦，烏帽子田彰 厚生の指標 52-10 05.９

介護保険改悪と今後のたたかい 清沢聖子 社会保障 402 05.秋

「際（きわ）の部分」から中心部へ 久塚純一 週刊社会保障 2346 05.8.29

社会保障「構造改革」と保健・医療・介護 篠崎次男 住民と自治 510 05.10

地域包括ケアシステムの担い手とケアマネジメント・ネットワークの構築

井上信宏 信州大学経済学論集 53 05.８

障害者福祉の応益負担化と福祉の権利 伊藤周平 賃金と社会保障 1400 05.8.下旬

特集　総選挙で問われる小泉構造改革 賃金と社会保障 1400 05.8.下旬

小泉構造改革とは何であったか？（小谷　崇）「思い込み・無理やり解散」総選挙で問われているもの（五

十嵐仁）

社会保障分野における国と地方の役割分担と財政基盤の今後のあり方について

鵜田晋幸 広島大学経済論叢 29-1 05.７

中年家族持ちワーキング・プアの生活と社会保障改革 唐鎌直義 ポリティーク 10 05.９

特集　支えあえる社会をつくる まなぶ 573 05.９

不安定な労働と生活を支える社会保障の確立を（鹿倉泰祐）ルポ「年金不信」の現場で働く制度を壊した

のは政治　ルポ保育の現場で起きていること解雇，配転，また解雇　

大阪市生野区における福祉ネットワークの形成 魁生由美子 立命館産業社会論集 41-1 05.６

＊改革提言介護保険 伊藤周平 青木書店 A5.251 04.12

77．社会福祉政策
The welfare state and health policy Kazumi Noguchi 横浜国際社会科学研究（横浜国立大） 10-2 05.８

スウェーデンの福祉戦略と市場主義への対抗ビジョン（講演）

宮本太郎 いのちとくらし研究所報 12 05.８

小地域福祉拠点を中心とする市民参加型の地域福祉協働システムと地域福祉のネットワーキングを推進する

兵庫県伊丹市の経験 井上信宏 信州大学経済学論集 53 05.８

コミュニティワークの展開と戦略についての考察 瓦井　昇 福井県立大学論集 26 05.７

＊「介護における男性介護職の諸問題に関する実態調査」調査報告書（最終年度）

雇用問題研究会 A4.190 05.３

78．労働法
特集　新しい労働契約法制を考える 中間取りまとめの主張と課題

ビジネス・レーバー・トレンド　366 05.９

労働契約法制定の課題（講演）（菅野和夫）今後の労働契約法制に期待すること（パネルディスカッション）

（コーディネーター：土田道夫 パネリスト：荒木尚志 鴨田哲郎 草野忠義 小島浩 中町誠 若林誠一）

＊集団の再生 水町勇一郎 有斐閣 A5.249 05.11

79．労働判例
操縦士の勤務時間を延長する就業規則の不利益変更の合理性　柳澤　武　法律時報 77-10 05.９

平成15年労働判例の回顧と展望 山本圭子 労働法学研究会報 2364 05.9.1

特集　鉄建公団訴訟の意義と不当労働行為責任 労働法律旬報 1605 05.8.上旬

時限立法による解雇と消滅時効の主張について（加藤晋介）不当労働行為と一九九〇年解雇の無効（清水

建夫）労働委員会命令の効力および再就職促進特別措置法の三年期限との関連（佐藤昭夫）鉄建公団訴訟

と時効問題（松本克美）国鉄闘争の経過と鉄建公団訴訟の意義（萩尾健太）ＪＲ採用差別と鉄建公団の責

任（西谷敏）
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＊解雇無効判決後の原職復帰の状況に関する調査研究 労働政策研究・研修機構　A4.229 05.８

80．労働委員会
＊アニュアルレポート　2005 船員中央労働委員会 A4.71 05.３

＊群馬県地方労働委員会年報　平成16年版 群馬県労働委員会事務局　A4.87 05.３

＊現代女性の労働・結婚・子育て 橘木俊詔編著 ミネルヴァ書房 A5.279 05.10

Ⅵ 世界労働
91．アジア
＊バンコク第三雇用事務所における雇用促進への取り組み　小久保和代他 バンコク第三事務所

A4.134 05.10

＊ＡＰＥＣ人材養成国際フォーラム報告書　2004 海外職業訓練協会 A4.150 05.３

93．ヨーロッパ
＊ロシア・ＮＩＳの労働事情 国際労働財団 A4.32 05.３

95．北アメリカ
＊北米の労働事情 国際労働財団 A4.28 05.３

96．中央，南アメリカ
＊南米の労働事情 国際労働財団 A4.32 05.５

98．国際労働運動
米国労組分裂 何があったのか 高須裕彦 ひろばユニオン 524 05.10

99．ＩＬＯ，国際機関
特集　ＩＬＯ総会 世界の労働 55-8 05.８

第93回ＩＬＯ総会の主な成果（ＩＬＯ駐日事務所）変革期に立ったＩＬＯ（座談会）（恒川謙司　鈴木俊男

中嶋滋　村木太郎　司会：工藤幸男）

Ⅶ 歴　史
100．総　記
＊東京市役所の青春 ［片倉比佐子］ A5.231 05.９

＊世代をこえて語りつぐ　　「731部隊」国際シンポジウム実行委員会・ＡＢＣ企画委員会 B5.152 96.６

101．生活・労働史（日本）
1930年代における農村女性の労働と出産 大門正克　エコノミア（横浜国立大） 56-1 05.５

明治期綿糸紡績業における学齢児童労働者と初等教育法　谷敷正光 駒沢大学経済学論集 37-1 05.８

＊問い直す差別の歴史 小松克己 緑風出版 A5.196 05.10

＊部落差別はなくなったか？ 塩見鮮一郎 緑風出版 A5.250 05.10

103．ジェンダー・フェミニズム・女性史（日本）
＊大阪女性史年表（昭和前期編） 大阪市女性史研究会 B5.91 05.９

104．ジェンダー・フェミニズム・女性史（外国・国際）
＊ダウリーと闘い続けて　スバトラー・ブタリアー著 鳥居千代香訳 柘植書房新社 B6.218 05.３

105．社会事業・慈善事業史
＊留岡幸助と備中高梁 倉田和四生 吉備人出版 B6.310 05.７

106．社会・労働政策史（日本）
＊戦後雇用政策の概観と1990年代以降の政策の転換 労働政策研究・研修機構　A4.131 05.８

108．労働運動史（日本）
1980年代の山形県における全逓労働運動（６） 岩本由輝 東北学院大学経済学論集 159 05.９

＊告発！逮捕劇の深層 安田浩一 アットワークス A5.275 05.10

＊東京一般をささえてきた人たち 東京一般労働組合 A5.472 05.10

＊人間らしい生活を求めて 東京一般労働組合 A5.332 05.10

＊東京交通労働組合再建60年史旗手として 東京交通労働組合 A4.55 05.11

＊佐賀高教組五十年史 佐賀県高等学校教職員組合　A5.1198 05.３

＊労組委員長の無伴奏パルティータ 清水正徳 マルジュ社 A5.416 05.３
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＊この怒りを　第８集 国鉄労働組合／国労原爆被爆者対策協議会　B5.177 05.７

＊国税の労働組合運動史年表 全国税労働組合 A4.181 05.９

＊国税労働組合運動60年のあゆみ写真集　全国税労働組合

国税労働組合運動60周年記念行事実行委員会　A4.67 05.９

＊戦争と労働運動 伊藤　晃 労働者学習センター A5.201 05.９

110．社会主義運動史（日本）
＊社会主義へ，新しい挑戦　日本革命的共産主義者同盟中央委員会，国際主義労働者全国協議会編

新時代社（発売：柘植書房新社） A5.199 04.５

＊日本共産党の戦後秘史 兵本達吉 扶桑社 B6.467 05.10

＊私の戦後六〇年 不破哲三 新潮社 B6.355 05.８

111．社会主義運動史（外国・国際）
＊中国がひた隠す毛沢東の真実 北海閑人著 廖建龍訳 草思社 B6.308 05.11

112．諸社会運動史
特集　ハンセン病検証会議 人権と部落問題 57-11 05.9月特別号

検証の結果は誰のもの（内田博文）再び明らかになった専門家の責任（和泉眞藏）ソロクト（韓国）・楽

生院（台湾）訴訟について（大槻倫子）「無らい県運動」の検証と課題（瀬古由起子）ハンセン病問題を知

りたい青年交流会（由井久志）

ハンセン病者の療養形態に関する考察 廣川和花 部落問題研究 173 05.８

ハンセン病療養所における患者自治の模索 松岡弘之 部落問題研究 173 05.８

＊砂川闘争50年それぞれの思い 星紀市編 けやき出版 A5.243 05.10

＊生活と運動 淡路剛久，川本隆史，植田和弘，長谷川公一編著 有斐閣 A5.356 05.11

＊団塊よ，死ぬ前に闘え　「法政大学学生運動の歴史」編集委員会編

こうち書房（発売：桐書房） A5.51 05.11

＊平塚らいてう評論集 小林登美枝，米田佐代子編 岩波書店 A6.350 05.11

＊60年安保 森川友義編 小島弘他 同時代社 B6.303 05.８

＊尊厳 旻子著 山辺悠喜子訳 「私の戦後処理を問う」会編 日本僑報社 A5.420 05.８

＊地下水，その噴き出ずるを願って 梶原定義編 治安維持法国賠要求同盟熊本県本部　B6.204 05.８

＊武一騒動 金谷俊則 中央公論事業出版 B6.241 05.９

＊怒りは川をさかのぼる 新潟県民主団体水俣病対策会議　B6.48 67.５

＊生ける人形の告発 首藤留夫 労働旬報社 B6.302 69.６
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